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１．14年９月中間期の業績（平成14年４月１日～平成14年９月30日） 

(1)経営成績 （百万円未満は切り捨てて表示しております。） 

 
売 上 高 

対前年中間期 
増 減 率 

営 業 利 益 
対前年中間期 
増 減 率 

経 常 利 益 
対前年中間期 
増 減 率 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

14年９月中間期 89,230  (  △2.1) 6,791 ( △21.4) 9,059 (  △9.1) 

13年９月中間期 91,181  (    6.9) 8,636 (   18.6) 9,967 (   12.5) 

1 4 年 ３ 月 期 183,275  16,412  18,304  
 
 

中間（当期）純利益 
対前年中間期 
増 減 率 

１ 株 当 た り 
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 

 百万円 ％  円 銭 

14年９月中間期 5,683 (  △2.6)  49 58 

13年９月中間期 5,832 (   14.2)  50 79 

1 4 年 ３ 月 期 10,467   91 20 
  平成14年９月中間期 114,630,500株 
(注)1． 期中平均株式数         平成13年９月中間期 114,853,000株 
  平成14年３月期 114,778,500株 
    2． 会計処理の方法の変更 無 
     

(2)配当状況 

 １ 株 当 た り 
中 間 配 当 金 

１ 株 当 た り 
年 間 配 当 金 

  円 銭  円 銭 

14年９月中間期  11 50 ――――― 

13年９月中間期  11 00 ――――― 

1 4 年 ３ 月 期 ―――――  23 00 

 

(3)財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％  円 銭 

14年９月中間期 139,919 95,467 68.2  833 38 

13年９月中間期 133,261 88,720 66.6  773 46 

1 4 年 ３ 月 期 140,934 91,756 65.1  799 93 
  平成14年９月中間期 114,555,000株 平成14年９月中間期 445,000株 
(注)    期末発行済株式数 平成13年９月中間期 114,706,000株 期末自己株式数 平成13年９月中間期 294,000株 
  平成14年３月期 114,706,000株 平成14年３月期 294,000株 

 

２．15年３月期の業績予想（平成14年４月１日～平成15年３月31日） 
１株当たり年間配当金  売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 
期 末  

 

  百万円  百万円  百万円  円 銭  円 銭   
           

通      期 
 185,200  18,300  10,650  11 50  23 00   

      

(参考) １株当たり予想当期純利益（通期）92円91銭 
 

※ 業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、今後様々な要因に

より予想数値と異なる可能性があります。 



 

 
 

－１７－ 

（１）  比較個別中間財務諸表等 

 

（１）－１  比較中間貸借対照表 

（単位：百万円） 

期    別 

科    目 

当 中 間 期 

( 1 4 . ９ . 3 0 ) 

前 中 間 期 

( 1 3 . ９ . 3 0 ) 
増 減 

前 期 

( 1 4 . ３ . 3 1 ) 

流 動 資 産 6 5 , 9 4 6  6 7 , 1 1 2  △ 1 , 1 6 6  7 2 , 1 0 0  

現 金 及 び 預 金 1 3 , 4 8 4  1 2 , 5 2 1  9 6 3  1 7 , 7 4 4  

受 取 手 形 7 , 1 5 3  7 , 7 7 6  △ 6 2 3  6 , 6 9 4  

売 掛 金 2 7 , 1 7 1  2 7 , 5 2 5  △ 3 5 3  2 7 , 9 0 3  

有 価 証 券 2 , 2 0 0  4 , 0 0 0  △ 1 , 7 9 9  4 , 5 9 9  

た な 卸 資 産 1 1 , 1 5 8  1 1 , 5 4 0  △ 3 8 2  1 0 , 9 2 5  

繰 延 税 金 資 産 1 , 1 1 4  1 , 1 0 3  1 0  1 , 0 9 4  

そ の 他 3 , 7 5 5  2 , 7 1 7  1 , 0 3 7  3 , 2 0 6  

貸 倒 引 当 金 △ 9 0  △ 7 1  △ 1 9  △ 6 8  

固 定 資 産 7 3 , 9 7 2  6 6 , 1 4 8  7 , 8 2 3  6 8 , 8 3 3  

有 形 固 定 資 産 5 2 , 9 2 4  4 5 , 5 7 1  7 , 3 5 3  4 7 , 5 2 3  

建 物 1 3 , 3 1 8  1 3 , 7 7 2  △ 4 5 3  1 3 , 7 5 9  

機 械 及 び 装 置 1 2 , 6 1 6  1 2 , 4 5 7  1 5 8  1 2 , 5 4 8  

土 地 1 6 , 9 4 0  1 6 , 9 3 9  1  1 6 , 9 3 9  

建 設 仮 勘 定 8 , 6 2 0  6 7 8  7 , 9 4 1  2 , 6 7 8  

そ の 他 1 , 4 2 8  1 , 7 2 2  △ 2 9 3  1 , 5 9 8  

無 形 固 定 資 産 1 , 3 4 2  1 , 2 9 8  4 3  1 , 3 7 8  

投 資 そ の 他 の 資 産 1 9 , 7 0 5  1 9 , 2 7 8  4 2 6  1 9 , 9 3 1  

投 資 有 価 証 券 7 , 5 2 9  7 , 1 3 8  3 9 0  7 , 7 3 4  

繰 延 税 金 資 産 1 , 5 9 1  9 9 6  5 9 4  1 , 3 9 5  

そ の 他 1 0 , 8 5 1  1 1 , 5 1 1  △ 6 6 0  1 1 , 1 0 9  

資 

 

 

 

 

 

 

産 

 

 

 

 

 

 

の 

 

 

 

 

 

 

部 

貸 倒 引 当 金 △ 2 6 6  △ 3 6 8  1 0 1  △ 3 0 8  

資 産 合 計 1 3 9 , 9 1 9  1 3 3 , 2 6 1  6 , 6 5 7  1 4 0 , 9 3 4  
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（単位：百万円） 

期    別 

科    目 

当 中 間 期 

( 1 4 . ９ . 3 0 ) 

前 中 間 期 

( 1 3 . ９ . 3 0 ) 
増 減 

前 期 

( 1 4 . ３ . 3 1 ) 

流 動 負 債 4 3 , 9 7 4  4 4 , 1 0 6  △ 1 3 2  4 8 , 7 0 4  

支 払 手 形 1 0 , 0 2 0  1 0 , 2 0 1  △ 1 8 1  1 0 , 3 2 4  

買 掛 金 2 1 , 8 0 0  2 2 , 4 2 0  △ 6 1 9  2 5 , 1 1 5  

未 払 法 人 税 等 2 , 8 9 7  3 , 8 8 7  △ 9 8 9  4 , 0 4 3  

未 払 費 用 2 , 1 8 2  2 , 1 6 5  1 7  2 , 2 2 7  

賞 与 引 当 金 2 , 3 2 9  2 , 5 1 9  △ 1 8 9  2 , 4 3 6  

そ の 他 4 , 7 4 3  2 , 9 1 3  1 , 8 3 0  4 , 5 5 7  

固 定 負 債 4 7 7  4 3 4  4 3  4 7 3  

役員退職慰労引当金 4 7 7  4 3 4  4 3  4 7 3  

負 

 

 

債 

 

 

の 

 

 

部 

負 債 合 計 4 4 , 4 5 1  4 4 , 5 4 1  △ 8 9  4 9 , 1 7 7  

資 本 金 ―  1 1 , 7 5 0  △ 1 1 , 7 5 0  1 1 , 7 5 0  

資 本 準 備 金 ―  9 , 2 7 0  △ 9 , 2 7 0  9 , 2 7 0  

利 益 準 備 金 ―  2 , 4 9 3  △ 2 , 4 9 3  2 , 6 1 9  

そ の 他 の 剰 余 金 ―  6 5 , 7 0 0  △ 6 5 , 7 0 0  6 8 , 9 4 6  

任 意 積 立 金 ―  5 8 , 1 9 5  △ 5 8 , 1 9 5  5 8 , 1 9 5  

中間(当期)未処分利益 ―  7 , 5 0 5  △ 7 , 5 0 5  1 0 , 7 5 1  

(うち中間(当期)純利益) ―  ( 5 , 8 3 2 )  (△ 5 , 8 3 2 )  ( 1 0 , 4 6 7 )  

その他有価証券評価差額金 ―  1 9 0  △ 1 9 0  △ 1 4 6  

自 己 株 式 ―  △ 6 8 3  6 8 3  △ 6 8 3  

資 本 合 計 ―  8 8 , 7 2 0  △ 8 8 , 7 2 0  9 1 , 7 5 6  

資 本 金 1 1 , 7 5 0  ―  1 1 , 7 5 0  ―  

資 本 剰 余 金 9 , 2 7 0  ―  9 , 2 7 0  ―  

資 本 準 備 金 9 , 2 7 0  ―  9 , 2 7 0  ―  

利 益 剰 余 金 7 5 , 7 9 0  ―  7 5 , 7 9 0  ―  

利 益 準 備 金 2 , 6 1 9  ―  2 , 6 1 9  ―  

任 意 積 立 金 6 5 , 6 9 5  ―  6 5 , 6 9 5  ―  

中 間 未 処 分 利 益 7 , 4 7 5  ―  7 , 4 7 5  ―  

( う ち 中 間 純 利 益 ) ( 5 , 6 8 3 )  ―  ( 5 , 6 8 3 )  ―  

その他有価証券評価差額金 △ 3 4 1  ―  △ 3 4 1  ―  

自 己 株 式 △ 1 , 0 0 2  ―  △ 1 , 0 0 2  ―  

資 

 

 

 

 

 

 

本 

 

 

 

 

 

 

の 

 

 

 

 

 

 

部 

資 本 合 計 9 5 , 4 6 7  ―  9 5 , 4 6 7  ―  

負 債 ・ 資 本 合 計 1 3 9 , 9 1 9  1 3 3 , 2 6 1  6 , 6 5 7  1 4 0 , 9 3 4  

(注) 1．有形固定資産の減価償却累計額 61,345百万円 58,342百万円  60,035百万円 

 2．保 証 債 務 126百万円 172百万円  187百万円 

 3．前中間会計期間および前事業年度の末日は金融機関の休日でありますが、満期日に決済が行われたものとして

処理しております。 

各期間の末日における満期手形の金額は次のとおりであります。 

受 取 手 形                722百万円  727百万円 

支 払 手 形                51百万円  51百万円 

設 備 関 係 支 払 手 形  63百万円  1百万円 
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（１）－２  比較中間損益計算書 

（単位：百万円） 

期    別 

科    目 

当 中 間 期 

(14．４．１～14.９.30) 

前 中 間 期 

(13．４．１～13.９.30) 
増 減 

前 期 

(13．４．１～14.３.31) 

経 常 損 益 の 部     

営 業 損 益     

売 上 高 8 9 , 2 3 0  9 1 , 1 8 1  △ 1 , 9 5 1  1 8 3 , 2 7 5  

売 上 原 価 6 6 , 1 7 7  6 6 , 7 0 8  △ 5 3 0  1 3 4 , 8 7 9  

売 上 総 利 益 2 3 , 0 5 2  2 4 , 4 7 2  △ 1 , 4 2 0  4 8 , 3 9 5  

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1 6 , 2 6 0  1 5 , 8 3 6  4 2 4  3 1 , 9 8 2  

営 業 利 益 6 , 7 9 1  8 , 6 3 6  △ 1 , 8 4 5  1 6 , 4 1 2  

営 業 外 損 益     

営 業 外 収 益 3 , 1 4 9  2 , 2 0 9  9 3 9  3 , 6 0 9  

受 取 利 息 1  1  △ 0  4  

受 取 配 当 金 1 , 7 2 9  1 , 1 8 8  5 4 0  1 , 2 0 8  

設 備 賃 貸 料 8 7 1  8 4 9  2 2  1 , 7 2 7  

特 許 料 収 入 4 1 3  ―  4 1 3  4 2 2  

そ の 他 1 3 3  1 6 9  △ 3 5  2 4 6  

営 業 外 費 用 8 8 1  8 7 9  2  1 , 7 1 8  

賃 貸 費 用 7 9 0  7 6 9  2 1  1 , 5 6 9  

そ の 他 9 1  1 1 0  △ 1 8  1 4 9  

経 常 利 益 9 , 0 5 9  9 , 9 6 7  △ 9 0 7  1 8 , 3 0 4  

特 別 損 益 の 部     

特 別 利 益 1  ―  1  ―  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1  ―  1  ―  

そ の 他 0  ―  0  ―  

特 別 損 失 2 5 0  5 5 6  △ 3 0 5  9 9 4  

固 定 資 産 除 却 損 4 3  3 9 8  △ 3 5 4  4 3 1  

投 資 有 価 証 券 売 却 損 ―  0  △ 0  ―  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 1 7 6  7 4  1 0 1  4 3 0  

会 員 権 評 価 損 2  5 0  △ 4 8  6 9  

そ の 他 2 7  3 1  △ 4  6 2  

税 引 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 8 , 8 1 0  9 , 4 1 0  △ 6 0 0  1 7 , 3 0 9  

法人税、住民税及び事業税 3 , 2 0 0  3 , 8 4 0  △ 6 4 0  7 , 2 5 0  

法 人 税 等 調 整 額 △ 7 3  △ 2 6 2  1 8 8  △ 4 0 7  

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 5 , 6 8 3  5 , 8 3 2  △ 1 4 9  1 0 , 4 6 7  

前 期 繰 越 利 益 1 , 7 9 1  1 , 6 7 2  1 1 9  1 , 6 7 2  

中 間 配 当 額 ―  ―  ―  1 , 2 6 1  

中間配当に伴う利益準備金積立額 ―  ―  ―  1 2 6  

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益 7 , 4 7 5  7 , 5 0 5  △ 2 9  1 0 , 7 5 1  

 (注)  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 1,150百万円 1,057百万円  2,309百万円 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項  
 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

 a．売 買 目 的 有 価 証 券：時価法（売却原価は総平均法により算定） 

 b．満 期 保 有 目 的 の 債 券：償却原価法 

 c．子会社株式及び関連会社株式：総平均法による原価法 

 d．そ の 他 有 価 証 券 

時価のあるもの：中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定） 

時価のないもの：総平均法による原価法 

②デリバティブ 

時価法 

③たな卸資産 

 a．商品（サプライ）・原材料・貯蔵品：先入先出法による原価法 

 b．商品（機器）・製品・仕掛品：個別法による原価法 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

法人税法に規定する方法と同一の基準 

①有 形 固 定 資 産：定    率    法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法によっておりま

す。 

②無 形 固 定 資 産：定    額    法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（主として５年）に基づく定額法に

よっております。 

③長 期 前 払 費 用：定    額    法 

 

(3) 引 当 金 の 計 上 基 準           

①貸 倒 引 当 金         ：債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

②賞 与 引 当 金：従業員に対して支給する賞与の支給見込額のうち、当中間会計期間の末日において負担

すべき見積額を計上しております。 

③退 職 給 付 引 当 金         ：従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に未認識過去勤務

債務及び未認識数理計算上の差異を加減した額から年金資産の額を控除した見込額に

基づき、当中間会計期間の末日において発生していると認められる額を計上しておりま

す。数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15

年）による定額法により翌年度から費用処理することとしております。なお、当中間会

計期間の末日においては、年金資産の額が退職給付債務に未認識過去勤務債務及び未認

識数理計算上の差異を加減した額を超過しているため、超過額を流動資産の「その他」

に計上しております。 

④役員退職慰労引当金：役員の退職慰労金支給に充てるため、内規に基づく当中間会計期間の末日における要支

給額を計上しております。 

 

(4) 外貨建ての資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。 

 

(5) リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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(6) ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

主として、繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている

場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しておりま

す。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 a．為 替 予 約 ：外貨建債権債務及び外貨建予定取引 

 b．金利スワップ ：借入金 

③ヘッジ方針 

経理本部の管理のもとに、将来の為替・金利変動リスク回避のためにヘッジを行っております。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ･フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ･フ

ロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。 

 

(7) その他の中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理：消費税等は税抜方式により処理し、仮受消費税等と仮払消費税等を相殺し、流動負債の

「その他」に含めて表示しております。 

 

 

表示方法の変更 

 

（損益計算書） 

前中間期まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「特許料収入」は、営業外収益の総額の10／100

を超えたため、当中間期より独立掲記しております。 

なお、前中間期の営業外収益の「その他」に含まれる「特許料収入」は71百万円であります。 

 

 

追加情報 

当中間期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を適用しておりま

す。これによる当中間期の損益に与える影響はありません。 

なお、中間財務諸表等規則の改正により、当中間期における中間貸借対照表の資本の部については、改正後の中

間財務諸表等規則により作成しております。 
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（リース取引関係） 

 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 （当中間期） （前中間期） （前 期    ） 

 百万円 百万円 百万円 

取 得 価 額 相 当 額 9,856 8,708 9,383 

減価償却累計額相当額 6,043 5,434 5,439 

中間期末残高相当額           3,812 3,273 3,944 

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 

 （当中間期） （前中間期） （前 期    ） 

 百万円 百万円 百万円 

１       年       内 1,688 1,369 1,603 

１       年       超 4,153 3,558 4,300 

合                計 5,842 4,927 5,903 

 

(3) 当中間会計期間の支払リース料等 

 （当中間期） （前中間期） （前 期    ） 

 百万円 百万円 百万円 

支 払 リ ー ス 料 982 833 1,860 

減価償却費相当額 928 755 1,881 

支 払 利 息 相 当 額 126 112 241 

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

有 形 固 定 資 産         ：リース期間を耐用年数とし、残存価額を10％として計算した定率法による減価償却費相

当額に９分の10を乗じた額を各期の減価償却費相当額とする方法によっております。 

無 形 固 定 資 産         ：リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。 

 

２．オペレーティング・リース取引 

 

(1) 未経過リース料 

 （当中間期） （前中間期） （前 期    ） 

 百万円 百万円 百万円 

１       年       内 198 268 268 

１       年       超 142 340 206 

合                計 340 609 475 

 

 

 

（有価証券関係） 

当中間会計期間、前中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

 

 



 

 
 

－２３－ 

（補足資料） 

 

部  門  別  売  上  高 

（単位：百万円） 

当 中 間 期 前 中 間 期 増 減 前 期 

区 分 
金 額 

構成比 

(％) 
金 額 

構成比 

(％) 
金 額 

伸 率 

(％) 
金 額 

構成比 

(％) 

ビ ジネスフォーム 70,771 79.3 74,037 81.2 △3,265 △4.4 146,099 79.7 

( 内 Ｄ Ｐ Ｓ ) ( 21,531) ( 24.1) ( 21,313) (23.4) (  218) ( 1.0) ( 42,444) (23.2) 

商 品 18,458 20.7 17,144 18.8 1,314 7.7 37,175 20.3 

合 計 89,230 100.0 91,181 100.0 △1,951 △2.1 183,275 100.0 

 


